
根拠法令
（具体的な
条項も記載）

公共用飛行場周辺における航空機騒音による
障害の防止等に関する法律第５条、第６条、第８
条の２、第９条、第９条の２、第２８条

関係する計画、
通知等

・独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成２２年
１２月７日閣議決定）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程
度以内）

航空機騒音については環境基本法（旧公害対策基本法）に基づき「航空機騒音に係る環境基準」が定められており、当該基準の
達成が航空機騒音対策での目的である。基準を達成していない空港については、関係住民の生活に障害が生じていることから、
緩衝緑地帯の整備や防音工事により住民の生活環境を改善することが必要である。騒音対策は原因者負担が原則であり、国管
理空港については、国の責任において騒音対策が十分に実施されることにより、空港の円滑な運営が担保される。

事業番号 365
　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)
事業名 空港周辺環境対策事業 担当部局庁 航空局　空港部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 昭和４２年度～ 担当課室 環境・地域振興課 課長　加松 正利

会計区分 社会資本整備事業特別会計（空港整備勘定） 施策名 25　航空交通ネットワークの強化

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・移転補償事業：第2種区域の住民が区域外に移転を行う際、移転により生ずる損失の補償、土地の買い入れを行う。
・緩衝緑地帯等整備事業：第3種区域において、緑地帯その他の緩衝地帯を整備し、騒音を軽減する。
・教育施設等防音工事補助（学校・病院等）：教育、診療活動等に必要な静穏性を確保するため、学校・病院等の防音工事に対する助成を行
う。（補助率：防音工事　原則１００％　空調機器更新　７５％・３７．５％　等）
・住宅防音工事補助：第1種区域に所在する住宅における、航空機騒音による障害を軽減するための防音工事に対し助成を行う。(補助率：防
音工事　概ね９９％　空調機器更新　５０～６０％　等）
・周辺環境基盤施設整備補助：国が買い取った移転補償跡地の有効活用として、地方公共団体が公園・細街路等を整備する際、助成を行う。
（補助率：　１／２・１／３）
・空港周辺整備機構補助：周辺整備空港における住民の生活環境の改善に資するため、空港周辺整備機構が行う再開発整備事業に対する助
成。（補助率：１０％）

実施方法
■直接実施　　　■業務委託等（委託先等：(独)空港周辺整備機構）　　　■補助金〔直接・間接〕（補助先：地方公共団体、(独)空港
周辺整備機構　実施主体：地方公共団体､(独)空港周辺整備機構､住民､学校・医療法人等）　　□貸付　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 9,866 8,856 6,256 5,030 3,280

補正予算 ▲ 40 0 0 250

繰越し等 ▲ 1,206 ▲ 363 2,064 345

計 8,620 8,493 8,319 5,625 3,280

執行額

＜住宅防音工事補助＞

執行額 7,383 6,855 4,353

単位当たり
コスト

住宅防音工事１世帯当たり約３，５００（千円／
世帯）

算出根拠
平成２２年度に実施した住宅防音工事の１世帯あたりの国費を記載。
実施件数４４世帯、国費１５３，９９８千円

航空機騒音に係る環境基準を達成していない国
管理空港周辺の航空機騒音による障害を軽減
するため、住宅防音工事を促進することにより
環境基準の屋内達成率の向上を図り、将来的
に100％を目指す。

執行率（％） 85.7% 80.7% 52.3%

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

成果指標 単位 20年度 21年度 22年度
目標値
（-年度）

航空機騒音に係る環境基準を達成していない国管理
空港の周辺地域の全対象家屋のうち、住宅防音工事
を施工した家屋数の割合
・成果目標：平成２３年度　９５％
・成果実績：平成２２年度　９４．９％

成果実績

達成度 ％ 94.8 94.8

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

活動実績

（当初見込
み）

世帯

83 61 44

94.9

―

（９２） （８１） （７３） （４６）

3,416 2,517

教育施設等騒音防止対策事業費補助 1,520 653

空港周辺環境整備事業費

飛行コース公開システム更新が必要となるため増。

これまでの制度改正や事業の精査により、効率化が図られた。また大阪国際空港の周辺環
境対策予算については、関西国際空港・大阪国際空港の経営統合に伴い経営統合前の所
要額のみを計上し、経営統合後（平成２４年７月以降）の環境対策予算は計上しない。

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

空港整備事業費 94 110

計 5,030 3,280

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳



特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

項　　　目

点
検
結
果

　平成２３年度予算においては、昨今の航空機の低騒音化をうけて大阪国際空港周辺の騒音対策区域見直しを行い、空港周辺環境対策事
業を実施する区域の縮減を図ったことにより、予算の縮減が図られたところである。
今後においても、さらなる精査等効率的、効果的な予算執行に向けた取り組みを検討する。

事業所管部局による点検

評 価

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

‐ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○
類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっている
か。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

予算監視・効率化チームの所見予算監視 効率化チ ムの所見

一部改善　④
事業の目的、緊急性を考慮したうえで、対象事業の採択の厳格化及び事業の優先度の精査等により、事業の適正な執行及び効率
化に努めるとともに、大阪国際空港の周辺環境対策を同空港の新経営主体に移管することを通じ、予算の縮減を図るべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

　これまでの制度改正や事業の精査により、効率化が図られた。また大阪国際空港の周辺環境対策予算については、関西国際空港・大阪国際空
港の経営統合に伴い経営統合前の所要額のみを計上し、経営統合後（平成２４年７月以降）の環境対策予算は計上しない。

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

事業仕分け第１弾～第３弾の別：事業仕分け第１弾
事業番号・事業名：事業番号１－２４　空港周辺環境整備事業、教育施設等騒音防止事業
ＷＧの評価結果：予算要求の縮減（１０～２０％程度）
とりまとめコメント：廃止等の意見はなく、予算要求の縮減に意見が集中。この中では、特に空調機等の更新について真に必要なものに限定する方
向で見直すべきとの意見が多かった。数量的には、意見が分かれているが、概ね１０～２０％の縮減幅が総意であると思われることから、当ワーキ
ングとしては、１０～２０％程度の予算要求の縮減を結論とする。



※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

【一般競争入札】

（工事）

【一般競争入札】

（測量設計）

【直轄】 【一般競争入札】

（工事、測量設計）

【一般競争入札】

（測量設計）

【総合評価入札】

（工事、測量設計）

【随意契約】

（移転補償）

【随意契約】

（移転補償）

【随意契約】

（移転補償）

Ｉ．民間企業（１社）

14 百万円

Ｆ．民間企業（２社）

22 百万円

Ｈ．法人（１法人）

60 百万円

C．地方航空局(２局) D．民間企業（９社）

3,252 百万円 183 百万円

(工事の実施及び工事に係

る移転補償、用地補償等)

Ｇ．個人（８人）

379 百万円

Ｅ．公益法人（５法人）

74 百万円

38 百万円

国土交通省

4,351 百万円

(工事の実施及び工事

に係る調査・設計等)

A．民間企業（１社）

49 百万円

B．公益法人（２法人）

【一般競争入札】

（工事）

【一般競争入札】

（測量設計）

【直轄】 【一般競争入札】

（工事、測量設計）

【一般競争入札】

（測量設計）

【総合評価入札】

（工事、測量設計）

【随意契約】

（移転補償）

【随意契約】

（移転補償）

【随意契約】

（移転補償）

【随意契約】

（移転補償、緩衝緑地帯等整備事業委託）

【公募等】

（測量設計）

【補助】

（住宅騒音防止対策事業、再開発整備事業）

【補助】

（教育施設等騒音防止対策事業、住宅騒音防止対策事業、空港周辺環境基盤施設整備事業の実施）

Ｉ．民間企業（１社）

14 百万円

Ｆ．民間企業（２社）

22 百万円

Ｈ．法人（１法人）

60 百万円

Ｍ．地方公共団体(14団体)

440 百万円

Ｋ．民間企業（１１社）

29 百万円

Ｌ．(独)空港周辺整備機構

572 百万円

2,491 百万円

C．地方航空局(２局) D．民間企業（９社）

3,252 百万円 183 百万円

(工事の実施及び工事に係

る移転補償、用地補償等)

Ｇ．個人（８人）

379 百万円

Ｊ．(独)空港周辺整備機構

Ｅ．公益法人（５法人）

74 百万円

38 百万円

国土交通省

4,351 百万円

(工事の実施及び工事

に係る調査・設計等)

A．民間企業（１社）

49 百万円

B．公益法人（２法人）



金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

空港整備事
業費

飛行コース公開システム航空機騒音
測定局増設対応作業

49 空港整備事
業費

仙台空港周辺航空機騒音・飛行経路実態調査 18

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる
ように記載）

A.日本電気（株） E.（財）空港環境整備協会

費　目 使　途

空港整備事
業費

那覇空港航空機騒音及び飛行経路実態調査 15

空港整備事
業費

新潟空港周辺航空機騒音・飛行経路実態調査 13

計 49 計 46

B.（財）空港環境整備協会 F.センシン電気（株）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

空港整備事
業費

航空機騒音基礎調査 16 空港整備事
業費

東京国際空港航空機騒音測定局新設その他工事 14

空港整備事
業費

航空機騒音の影響度における評価値
検討調査

9

空港整備事
業費

航空機騒音予測プログラム作成作業 6

計 31 計 14

C.大阪航空局 G.個人イ

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）(百万円） (百万円）

空港整備事
業費

工事の実施及び工事に係る移転補
償、用地補償等

3,107 空港整備事
業費

移転補償契約 86

計 3,107 計 86

D.日東紡績（株） H.学校法人ミウラ学園

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

空港整備事
業費

航空機騒音測定局６式の製造及び調
整作業

59 空港整備事
業費

移転補償契約 60

計 59 計 60
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空港整備事
業費

周辺環境基盤施設整備事業費補助 43

計 14 計 145

Ｊ.（独）空港周辺整備機構

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

空港整備事
業費

移転補償事務等委託契約 1,955

空港整備事
業費

緩衝緑地帯等整備事務委託契約 536

計 2,491 計 0

Ｋ.応用地質（株）関西支社

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる
ように記載）

Ｉ.（株）東信建設 Ｍ.大阪府

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

空港整備事
業費

移転補償契約 14 空港整備事
業費

大阪府立柴島高等学校　教育施設等騒音防止
対策事業費補助

(百万円） (百万円）
空港整備事
業費

大阪国際空港周辺移転補償跡地地
下埋設物状況調査業務

16

空港整備事
業費

大阪国際空港周辺移転補償跡地黒
灰色土の性状把握調査業務

1

計 17 計 0

Ｌ.（独）空港周辺整備機構

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

空港整備事
業費

住宅騒音防止対策事業費補助 530

空港整備事
業費

再開発整備事業費補助 42

計 572 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本電気（株） 飛行コース公開システム航空機騒音測定局増設対応作業 49 1 99%

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （財）空港環境整備協会
航空機騒音基礎調査、航空機騒音の影響度における評価値検討調査、航空機騒音予測プログ
ラム作成作業 31 2.3 63%

2 （財）航空輸送技術研究センター 騒音軽減運航方式に関する調査 7 2 93%

3

4

5

6

7

8

9

10

C.

D.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大阪航空局 工事の実施及び工事に係る移転補償、用地補償等 3,107 ‐ ‐

2 東京航空局 工事、測量設計の実施 145 ‐ ‐

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日東紡績（株） 航空機騒音測定局６式の製造及び調整作業 59 1 98%

2 日東紡音響エンジニアリング（株）
宮崎・高知空港航空機騒音対策区域検討調査、東京国際空港Ｄ滑走路供用に伴う航空機騒音
実態調査等 54 1.8 75%

3 西部建設（株） 高知空港緩衝緑地造成工事（その２３） 34 6 97%

4 （株）ネットアルファ 東京国際空港航空機騒音測定局新設その他工事実施設計 10 2 85%

5 土地家屋調査士法人グローバル 大阪国際空港周辺移転補償跡地調査測量登記業務 10 2 62%

6 （株）静環検査センター 新潟空港大気環境調査 7 7 59%

7 （株）ド－コン 函館空港緩衝緑地帯再整備実施設計 5 5 74%

8 （株）リバフィー通研 東京国際空港Ｄ滑走路離着陸滑走路判定装置設置工事 3 3 89%

9 （株）岩永工営 宮崎空港周辺移転補償跡地フェンス等設置工事 1 2 非公表

10



E.

F.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （財）空港環境整備協会
仙台空港周辺航空機騒音・飛行経路実態調査、那覇空港航空機騒音及び飛行経路実態調査、
新潟空港周辺航空機騒音・飛行経路実態調査 46 2 72%

2 （社）兵庫県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 大阪国際空港周辺移転補償跡地調査測量登記業務 15 2 58%

3 （社）宮崎県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 平成２１年度宮崎空港周辺移転補償申請地測量登記業務 6 1 80%

4 （社）愛媛県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 平成２２年度松山空港周辺移転補償申請地測量登記業務 5 1 76%

5 （社）高知県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 平成２１年度高知空港周辺移転補償申請地測量登記業務 2 1 84%
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支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 センシン電気（株） 東京国際空港航空機騒音測定局新設その他工事 14 3 93%

2 （株）キムラ 函館空港緩衝緑地帯再整備工事 8 7 37%
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G.

H.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人イ 移転補償契約 86 随意契約

2 個人ロ 移転補償契約 73 随意契約

3 個人ハ 移転補償契約 62 随意契約

4 個人二 移転補償契約 58 随意契約

5 個人ホ 移転補償契約 57 随意契約

6 個人へ 移転補償契約 27 随意契約

7 個人ト 移転補償契約 14 随意契約

8 個人チ 移転補償契約 1 随意契約

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 学校法人ミウラ学園 移転補償契約 60 随意契約
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I.

J.

K

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）東信建設 移転補償契約 14 随意契約
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支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （独）空港周辺整備機構 移転補償事務等委託契約、緩衝緑地帯等整備事務委託契約 2,491 随意契約

2

3

4

5

6

7

8

9

10

K.

L.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 応用地質（株）関西支社
大阪国際空港周辺移転補償跡地地下埋設物状況調査業務、大阪国際空港周辺移転補償跡地
黒灰色土の性状把握調査業務 17 7.7 78%

2 （株）エイト日本技術開発関西支社 平成２２年度松山空港周辺移転補償建物等調査 3 8 71%

3 （株）緑景 高知空港緩衝緑地実施設計 3 5 69%

4 大和不動産鑑定（株） 平成２２年度　松山空港周辺不動産鑑定評価 1 3 69%

5 大阪エンジニアリング（株） 平成２２年度　松山空港周辺不動産鑑定評価 1 3 43%

6 野崎敏事務所 高知空港周辺緩衝緑地の測量及び登記業務 1 3 非公表

7 （株）共同技術コンサルタント 平成２２年度宮崎空港周辺土地履歴調査 1 5 92%

8 阪神測建（株） 大阪国際空港伊丹市場外用地（騒音斉合施設）土地履歴等調査 1 3 非公表

9 （株）環境防災 平成２２年度松山空港周辺土地履歴調査 1 9 51%

10 （株）都市総合鑑定所 平成２２年度　宮崎空港周辺不動産鑑定評価 1 6 非公表

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （独）空港周辺整備機構 住宅騒音防止対策事業費補助、再開発整備事業費補助 572 ‐ ‐

2

3

4

5

6

7

8

9

10



M.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 豊中市長 豊島北小学校、豊島小学校　教育施設等騒音防止対策事業費補助 150 ‐ ‐

2 大阪府長
大阪府立柴島高等学校　教育施設等騒音防止対策事業費補助、周辺環境基盤施設整備事業
費補助 146 ‐ ‐

3 大野城市長 大野東小学校　教育施設等騒音防止対策事業費補助 44 ‐ ‐

4 宮崎市長 住宅騒音防止対策事業費補助 26 ‐ ‐

5 大田区長 住宅騒音防止対策事業費補助、羽田旭町町会会館　教育施設等騒音防止対策事業費補助 21 ‐ ‐

6 春日市長 春日原保育所　教育施設等騒音防止対策事業費補助 17 ‐ ‐

7 松山市長 住宅騒音防止対策事業費補助 13 ‐ ‐

8 新潟市長 住宅騒音防止対策事業費補助 10 ‐ ‐

9 南国市長 住宅騒音防止対策事業費補助 7 ‐ ‐

10 函館市長 住宅騒音防止対策事業費補助 4 ‐ ‐


